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平成２４年度実施方針 

省エネルギー部 

 

１．件 名：プログラム名 エネルギーイノベーションプログラム 

   （大項目）太陽熱エネルギー活用型住宅の技術開発 

 

２．根拠法 

 独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法第１５条第１項第三号及び第十号 

 

３．背景及び目的・目標 

 家庭部門でのＣＯ2 排出量は、日本の温室効果ガス総排出量の約１４％を占める （２

００８年度）。１９９０年比で産業部門の温室効果ガス排出量が約１３％減少した一方、

家庭部門は約３４％増加（２００８年度）しており、２０２０年に温室効果ガスを１９

９０年比で２５％削減するという中期目標を達成するためには、家庭部門における温室

効果ガス排出削減、すなわち省エネルギー（家庭部門の温室効果ガス排出は全てエネル

ギー起源であるため。）のより一層の強化が必要である。また、「Cool Earth－エネルギ

ー革新技術計画」の中で、省エネ住宅・ビルは２０５０年に世界のＣＯ2排出量を半減す

る上での重要技術と位置づけられ、また、新成長戦略（２０１０年６月閣議決定）等の

種々の政策の中でその重要性・必要性について言及されている。 

 こうした状況を踏まえ、太陽光発電、高効率ヒートポンプ等の機器開発、普及につい

て様々な施策が推進されているが、太陽熱や地中熱等の熱エネルギーの有効活用につい

ては進んでいない。 

 そこで、本事業では、我が国における住宅の省エネルギーを推進するため、「太陽熱エ

ネルギー」を活用し、住宅のエネルギー消費の約１／２を占める空調・給湯のエネルギ

ー消費の削減を目指す。具体的には、要素技術として日本の住宅に適した断熱材、蓄熱

建材等の開発を行うと共に、空調や給湯に「太陽熱エネルギー」を効果的に利用するた

めの戸建住宅用太陽熱活用システムを開発する。 

 

［助成事業（助成率：２／３以内）］ 

 最終目標（平成２７年度） 

 平成２７年度末に、実住宅において、開発した高性能断熱材、高機能パッシブ蓄熱建

材、戸建住宅用太陽熱活用システムを実装し、条件を明確にした上で空調・給湯エネル

ギーが一次エネルギー換算で半減される可能性があることを実証する。 
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中間目標（平成２５年度１２月末） 

（１）高性能断熱材の開発 

 現行普及品最高性能に対して熱伝導率が概ね１／２(平均熱伝導率≦０．０１Ｗ／

ｍ・Ｋ)かつ量産時の製造価格が現行品と同等程度(単位厚みあたり)であり、かつ長

期の耐久性(３０年相当)のある製品の商品化に目処をつける。 

 

（２）高機能パッシブ蓄熱建材の開発 

 蓄熱性能を有した状態を長期（３０年相当）維持可能な蓄熱建材の製造技術を確立

（厚さ≦１５ｍｍ）し、モデル環境等において暖房等の空調エネルギーを２０％程度

削減する。 

 

（３）戸建住宅用太陽熱活用システムの開発 

 住宅の現行省エネ基準（平成１１年度基準）に適合した４０坪程度の住宅において、

空調・給湯エネルギーを一次エネルギー換算で半減させる太陽熱活用システムを開発

する。 

 

４．実施内容及び進捗（達成）状況 

４．１ 平成２３年度（助成）事業内容 

研究開発項目①「高性能断熱材の開発」１テーマ、研究開発項目②「高機能パッシブ蓄

熱建材の開発」１テーマ、研究開発項目③「戸建住宅用太陽熱活用システムの開発」５テ

ーマを実施した。各研究開発項目と各テーマでの実施内容は以下の通りである。 

 

研究開発項目①「高性能断熱材の開発」 

高断熱性能（既存の住宅用断熱材の熱伝導率：最大０．０２Ｗ／ｍ・Ｋ程度を概ね

１／２に低減）、長期断熱性能等を有する断熱材の検討及び断熱材の性能評価指標、長

期耐久性の検証方法について検討を行った。 

 

（ａ）ＶＩＰ複合断熱パネルに関する研究開発（助成事業者：旭有機材工業㈱） 

熱伝導率の低いコア材と包材及びそれを用いて長期耐久性（３０年相当）確保

が可能な複合パネルの構成を検討し構成案を考案した。また寿命予測手法につい

ても検討し手法案を考案した。 

 

研究開発項目②「高機能パッシブ蓄熱建材の開発」 

長期蓄熱性能を有する蓄熱建材の検討及びモデル環境等における暖房等の空調エネ

ルギーの削減効果を評価するための評価指標、長期耐久性の検証方法について検討を

行った。 
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 （ａ）潜熱蓄熱建材に関する研究開発（助成事業者：大建工業㈱、三木理研工業㈱） 

潜熱蓄熱材のマイクロカプセルについては、耐久性カプセル壁の形成条件等を

検討し、粒径が１０μｍ以下となる製造方法を確立した。また、潜熱蓄熱建材に

ついては、長期耐久性の検証方法について考案すると共に、数値計算等により、

暖房等の空調エネルギーを２０％程度削減する潜熱蓄熱建材の基本仕様の見込み

を付けた。 

 

研究開発項目③「戸建住宅用太陽熱活用システムの開発」 

  太陽熱集熱装置、ヒートポンプ、断熱材、蓄熱建材、熱輸送技術等を組み合わせ

た太陽熱活用システムの検討、設計を行うとともに、空調・給湯エネルギーの削

減効果を評価するための、性能評価指標について検討を行った。 

 

（ａ）太陽熱フル活用型暖房･冷房･給湯･マネジメントシステムに関する研究開発（助

成事業者：ＯＭソーラー㈱） 

実験棟の建設及び詳細計測システムを構築すると共に、集熱・蓄熱の性能向上

技術及び太陽熱冷房技術の基礎実験を行い、集熱・蓄熱部、除湿・冷却部の特性

を把握した。また性能評価指標を検討し、実験等の建設と詳細計測システムの構

築を行った。 

（ｂ）全館空調方式戸建住宅の太陽熱利用に関する研究開発（助成事業者：㈱システ

ック環境研究所、丸七ホーム㈱） 

検討した性能評価指標により熱解析プログラムを用いてシミュレーションを行

い、太陽熱エネルギー活用寄与率・相乗効果を確認し、パッシブシステムを含ん

だアクティブソーラーシステム監視・制御システム、蓄熱部位等の基本仕様を検

討した。 

（ｃ）太陽光電熱出力フル利用による給湯・空調効果に関する研究開発（助成事業者：

㈱ＧＦ技研） 

太陽熱利用冷房機用の水蒸発冷却器及び高容積率蓄熱槽の仕様を検討し、水蒸

発冷却機の試作仕様案を考察した。また住宅用発電・給湯・暖房システムのため

の性能評価指標を検討した。 

（ｄ）住宅における太陽エネルギー利用拡大技術に関する研究開発（助成事業者：ミ

サワホーム総合研究所㈱、㈱ＬＩＸＩＬ、㈱アースクリーン東北） 

デシカントシステムについては、除湿ロータと間接気化式冷却器で構成される

原型機を試作した。太陽熱集熱システムについては、数値計算による構造及び輸

送空気の温度低下を低減させるための断熱ダクトの仕様の見込みをつけた。また、

全体システムとしては、検討した性能評価指標を元にシミュレーションを行い、

蓄冷建材と蓄冷ユニットの必要容量を導き出した。 
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（ｅ）「潜熱蓄熱材利用ダブルスキン・パッシブ換気システムによる太陽熱搬送シス

テムに関する技術開発（助成事業者：三井ホーム㈱） 

潜熱蓄熱材利用ダブルスキン壁とパッシブ換気システムの仕様を策定し、性能

評価指標を検討した。 

 

５．事業内容 

５．１ 平成２４年度事業内容 

（１）事業方針 

 研究開発項目①及び②については、有望技術をより広く発掘するため、追加公募を

実施する。 

 ＜助成要件＞ 

（ⅰ）助成対象事業者 

 助成対象事業者は、単独ないし複数で助成を希望する、原則本邦の企業、大学等の

研究機関（原則、本邦の企業等で日本国内に研究開発拠点を有していること。なお、

国外の企業等（大学、研究機関を含む）の特別の研究開発能力、研究施設等の活用ま

たは国際標準獲得の観点から国外企業等との連携が必要な部分を、国外企業等との連

携により実施することができる。）とし、この対象事業者から、ｅ－Ｒａｄシステム

を用いた公募によって研究開発実施者を選定する。 

 

（ⅱ）助成対象事業 

以下の要件を満たす事業とする。 

１）助成対象事業は、基本計画に定めている研究開発計画の内、研究開発項目①「高

性能断熱材の開発」、研究開発項目②「高機能パッシブ蓄熱建材の開発」に該当

するものであること。 

２）助成対象事業終了後、本事業の実施により、国内生産・雇用、輸出、内外ライセ

ンス収入、国内生産波及・誘発効果、国民の利便性向上等、様々な形態を通じ、

我が国の経済発展に如何に貢献するかについて、バックデータも含め、具体的に

説明を行うこと。（我が国産業の競争力強化への貢献の大きな提案を優先的に採

択する。） 

 

（ⅲ）審査項目 

 ・事業者評価 

 技術的能力、助成事業を遂行する経験・ノウハウ、財務能力（経理的基礎）、経

理等事務管理／処理能力 

 ・事業化評価 

   新規性、市場創出効果、市場規模 
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 ・企業化能力評価 

   実現性（企業化計画）、生産資源の確保、販路の確保 

 ・技術評価 

 技術レベルと助成事業の目標達成の可能性、基となる研究開発の有無、保有特

許等による優位性、技術の展開性、製品化の実現性 

 

＜助成条件＞ 

（ⅰ）研究開発の実施期間 

   研究開発項目①、②について、２年を限度とし実施する。 

（ⅱ）研究開発の規模・助成率 

    １）助成額 

５千万円～数億円程度 

    ２）助成率 

２／３以内  

 

（２）実施内容 

研究開発項目①「高性能断熱材の開発」 

高断熱性能（既存の住宅用断熱材の熱伝導率：最大０．０２Ｗ／ｍ・Ｋ程度を概ね

１／２に低減）、長期断熱性能等を有する断熱材の１次試作を行うと共に断熱材の性能

評価指標、長期耐久性の検証方法について検討を行う。 

 

（ａ）ＶＩＰ複合断熱パネルに関する研究開発 

ＶＩＰ複合断熱パネルの１次試作を行う。また熱伝導率評価手法及び寿命予

測手法を実現する装置のプロトタイプを作成する。 

 

研究開発項目②「高機能パッシブ蓄熱建材の開発」 

長期蓄熱性能を有する蓄熱建材の１次試作を行うと共にモデル環境等における暖房

等の空調エネルギーの削減効果を評価するための評価指標、長期耐久性の検証方法に

ついて検討を行う。 

 

（ａ）潜熱蓄熱建材に関する研究開発 

潜熱蓄熱材については、１次試作により製造方法を検討する。また、暖房等

の空調エネルギーを２０％程度削減する潜熱蓄熱建材の試作及び評価手法の

検討をすると共に、長期耐久性を確認する促進試験を実施する。 

 

研究開発項目③「戸建住宅用太陽熱活用システムの開発」 

・太陽熱活用システムに資する太陽熱集熱装置、熱輸送技術等の試作を行うと共に空
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調・給湯エネルギーの削減効果を評価するための、性能評価指標について検討を行

う。 

（ａ）太陽熱フル活用型暖房･冷房･給湯･マネジメントシステムに関する研究開発

太陽熱冷房装置及びシステム制御機器を試作する。また、空調・給湯エネ

ルギーの削減効果を評価する性能評価指標についても検討する。 

（ｂ）全館空調方式戸建住宅の太陽熱利用に関する研究開発 

アクティブソーラーシステム監視・制御システムの設計図、制御プログラ

ム等を完成させ、実証住宅に導入する。また、空調・給湯エネルギーの削減

効果を評価する性能評価指標についても検討する。 

（ｃ）太陽光電熱出力フル利用による給湯・空調効果に関する研究開発 

太陽熱利用冷房機及び給湯暖房システムを試作すると共に、空調・給湯エ

ネルギーの削減効果を評価する性能評価指標を検討する。 

（ｄ）住宅における太陽エネルギー利用拡大技術に関する研究開発 

小型ヒートポンプを内装したデシカントシステム及び太陽熱集熱システ

ムを試作する。また実験棟を建設し、シミュレーションとの差異を検討する。

（ｅ）潜熱蓄熱材利用ダブルスキン・パッシブ換気システムによる太陽熱搬送シ

ステムに関する技術開発 

全体システムを試作すると共に、空調・給湯エネルギーの削減効果を評価

する性能評価指標を検討する。 

 

  太陽熱活用住宅に係る調査の実施（委託） 

・太陽熱活用住宅の開発、普及に資するため、要素技術、パッシブ住宅等に係る開発

動向、市場動向等について調査を実施する。 

 

５．２ 平成２４年度事業規模 

需給勘定  ３８０百万円 

助成事業（研究開発）３６２百万円（継続・追加） 

委託事業（調査）   １８百万円（新規） 

事業規模については、変動があり得る。 

 

５．３ 各テーマの中間評価の実施 

   平成２４年度末までに、平成２３年度からの継続テーマ及び平成２４年度の追加テ

ーマについて、平成２５年度実施（延長）の可否を判断するため、外部有識者による中

間評価を実施する。 
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６．事業の実施方式 

６．１ 公募 

（１）掲載する媒体 

「独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（以下「ＮＥＤＯ」という）ホ

ームページ」及び「ｅ－Ｒａｄポータルサイト」で行う。 

 

（２）公募開始前の事前周知 

公募開始前１ヶ月前にＮＥＤＯホームページで行う。本事業は、ｅ－Ｒａｄ対象事業

であり、ｅ－Ｒａｄ登録の案内も併せて行う。 

 

（３）公募時期、公募回数 

平成２４年４月に実施予定（公募回数１回）。なお、調査の公募については別途設定

する。 

 

（４）公募期間 

原則、３０日以上とする。なお、調査の公募については、原則、１４日以上とする。 

 

（５）公募説明会 

原則、川崎において開催する。 

 

６．２ 採択方法 

（１）審査方法 

ｅ－Ｒａｄシステムへの応募基本情報の登録は必須とする。 

助成事業者の選定・審査は、公募要領に合致する応募を対象にＮＥＤＯが設置する審

査委員会（外部有識者で構成）で行う。審査委員会（非公開）は、提案書の内容につ

いて外部専門家（学識経験者、産業界の経験者等）を活用して行う評価（技術評価及

び事業化評価）の結果を参考とし、本事業の目的の達成に有効と認められる助成事業

者を選定した後、ＮＥＤＯはその結果を踏まえて助成事業者を決定する。 

申請者に対して、必要に応じてヒアリング等を実施する。また審査委員会は非公開の

ため、審査経過に関する問合わせには応じない。 

 

（２）公募締切から採択決定までの審査等の期間 

４５日以内とする。 

 

（３）採択結果の通知 

採択結果については、ＮＥＤＯから申請者に通知する。なお不採択の場合は、その明
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確な理由を添えて通知する。 

 

（４）採択結果の公表 

採択案件については、申請者の名称、研究開発テーマの名称を公表する。 

 

７．その他の重要事項 

７．１ 運営・管理 

本研究開発においては、設置される有識者委員会等において適宜事業の進捗状況を報

告するなど研究開発項目④への円滑な移行を実現するための検討を平行して進めること

とする。 

 

７．２ 複数年度交付決定の実施 

平成２４年度末までに、各テーマの平成２５年度実施（延長）の可否を判断する外部

有識者による中間評価を実施するため、平成２４年度の単年度交付決定を行うことと

する。 

 

７．３ 継続事業に係る取り扱い 

   助成先は前年度と変更はない。平成２４年度助成先は（別紙）の通りとする。 

 

８．スケジュール 

平成２４年 ４月 上旬 … 公募開始 

 ５月 中旬 … 公募締め切り 

 ６月 上旬 … 契約・助成審査委員会 

 ６月 中旬 … 採択決定 

平成２５年 ２月 下旬 … 各テーマの中間評価 

 

９．実施方針の改訂履歴 

平成２４ 年３月１４日、制定 
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（別紙）事業実施体制の全体図 

「太陽熱エネルギー活用型住宅の技術開発」実施体制 
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研究開発項目②「高機能パッシブ蓄熱建材の開発」 

研究開発項目③「戸建住宅用太陽熱活用システムの開発」 

ＮＥＤＯ

助成 

研究開発項目①「高性能断熱材の開発」 
（ａ）ＶＩＰ複合断熱パネルに関する研究開発

（ａ）潜熱蓄熱建材に関する研究開発 

（株）システック環境研究所 
・蓄熱部位と建築構造及びアクティブシス
テム系統連携の開発等 

（株）ホクレア・システムズ（委託先） 
・遠隔制御・監視システムの設計及び製作 

丸七ホーム（株）
・屋根一体型集熱器の開発 
・実証住宅の設計等 

京都府立大学（共同研究先）
・設計支援プログラムの検討及び住宅の熱性能解析 
チリウヒーター（株）（委託先） 
・アクティブソーラーシステム設計等 

（ａ）太陽熱フル活用型暖房･冷房･給湯･マネジメントシステムに関する研究開発

（ｂ）全館空調方式戸建住宅の太陽熱利用に関する研究開発

（ｃ）太陽光電熱出力フル利用による給湯・空調効果に関する研究開発

（株）ミサワホーム総合研究所 
・蓄冷システム、太陽熱集熱システム等の要
素技術を組み合わせた全体システムの開発 

（株）アースクリーン東北 
・間接気化冷却器を用いたデシカントシステ
ムの開発等 

（株）LIXIL 
・太陽熱集熱システムの集熱効率向上のため
の熱交換方法の開発等 

京都府立大学（委託先） 
・潜熱蓄熱建材評価ソフトの開発 

大建工業（株） 
・長期耐久性を有する潜熱蓄熱建材の開発 

三木理研工業（株） 
・耐熱性、長期耐久性を有する低コストなマイクロ

カプセルの開発及びその製造手法の確立等 

旭有機材工業（株） 京都大学（委託先） 
・新規コア材、包材による VIP 複合パネルの開発 
・寿命予測手法及び施工方法の確立等 

・VIP 材料の特性評価 
・長期寿命の評価 

ＯＭソーラー（株） 東京大学（委託先） 

（株）GF 技研 
・水蒸発冷却器、水蒸発利用冷房機及び大
容量蓄熱システムの開発等 

静岡大学（委託先） 
・太陽光フル利用システムの省エネ性能評価 

（株）佐藤工機（委託先） 
・水蒸発冷却器及び水蒸発冷房機の製造技術開発 
・大容量蓄熱槽の製造・部品技術開発 

（株）LIXIL（共同研究先）
・水蒸発利用冷房機及び大容量蓄熱システムの評価 
・住宅の省エネ性能評価 

静岡県工業技術研究所（委託先） 
・水蒸発冷却器の特性及び信頼性評価 
・大容量蓄熱槽の部材信頼性評価 

（ｅ）潜熱蓄熱材利用ダブルスキン・パッシブ換気システムによる太陽熱搬送システムに関する技術開発 

（ｄ）住宅における太陽エネルギー利用拡大技術に関する研究開発

工学院大学 （委託先） 
・太陽熱利用システムの性能評価 

・空気式集熱技術、蓄放熱技術等の開発等 ・パッシブ評価指標の開発等 
・実験棟によるシステムの省エネ性能評価 

三井ホーム（株）
岩手県立大学（共同研究先） ・潜熱蓄熱材利用ダブルスキン壁、パッシ
・潜熱蓄熱材利用ダブルスキン壁の性能評価等 ブ換気システムの開発等 


